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要  旨 

本報告書は 4 章から構成されている。 
第１章は、アウトストラーデ・イタリア社等が運営する高速道路事業のコンセッション契

約への事業の追加に焦点を当てている。欧州委員会が既存の道路ネットワークの運営者への

事業追加とそのためのコンセッション期間の延長やコンセッション間の内部補助を認めた背

景、そして、同委員会による SGEI(Services of general economic interest)フレームワークにもと

づく、国家補助（State aid）という観点からの判定プロセスをまとめている。 
第 2 章は、農林水産省が策定した「卸売市場整備基本方針」にもとづく市場再編の影響を

分析している。卸売青果市場の需要関数からは、市場再編による価格下落と取扱価額の減少

が認められ、市場規模が大きいほど平均価格は低下することが明らかになった。貨物駅の再

編の影響もあり、市場からの時間距離と取扱価額には負の関係が認められ、青果物輸送にお

ける鉄道貨物の重要性がうかがえる結果となった。 
第 3 章は、インバウンド旅客の誘因を分析し、2017 年から開始された「訪日誘客支援空港」

の効果を試算している。まず、インバウンド旅客の誘因には、旅客の出発国の GDP の増加、

距離、ビザの緩和や免除および都道府県の観光費があることを直近のデータから確認した。

そして、「訪日誘客支援空港」に指定された空港におけるインバウンド旅客の伸びは有意に大

きいことも明らかになった。 
第 4 章は同一都市圏内における空港間競争のモデルを構築し、都心空港は空港使用料を引

き下げないが、旅客の機会費用を抑制するためにフルサービス航空を誘致することを示して

いる。くわえて、アメリカでは近隣に巨大空港があっても、航空会社は小型機を利用して高

いイールドを維持している。そこで、日本の時刻表データを用いた分析から、機体規模の経

済性を確認し、同時に小型機就航路線ほどイールドが高いことを明らかにした。 
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